
沖縄県でのスタートアップ支援について
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スタートアップを取り巻く現状と課題

沖縄県は首都圏等から遠く離れ、ビジネス面での交流や人材育成に不利な
ため、新たな産業やイノベーションを創出する人材やスタートアップが生ま
れにくい環境にある。

出典：「沖縄の目指す姿/首相官邸ホームページ」より

ビジネス規模が小さい

島嶼県であることから、
県内市場のみをターゲットと
する事業者が多い。

生産性が低い

低賃金であることに支えら
れた企業が存在。域外に
出て行く競争力に乏しい。

新陳代謝が悪い

県内市場における新た
なプレイヤーの台頭が
少ない。

課
題

強
み

開業率全国１位

小規模店舗経営等が多
いものの、開業率が全国
トップ。

OISTの存在
世界で有数の科学技術
力を有する研究機関が存
在し、世界を視野に入れ
た高付加価値な事業のタ
ネが存在。

沖縄の独自性

アジア諸国との繋がりや亜熱
帯地域特有の自然環境、
充実したコワーキングスペース
などの独自性が存在。

沖縄の強みを活かしつつ、
県外マーケットへ積極的に進出する高付加価値・高収益型の企業を創出

県経済の発展・県民所得の向上（＝強くしなやかな自立型経済）



沖縄県での起業支援の取組事例

Okinawa Startup Program

X-Tech Innovation
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沖縄で革新的で競争力のあるスタートアップを創出・育成するプログラム。2017年度か
らスタートした本プログラムは、（株）琉球銀行、（株）沖縄タイムス社、沖縄セルラー
電話（株）、沖縄電力（株）、日本トランスオーシャン航空（株）、大同火災海上保険
（株）、沖縄ＪＴＢ（株）、琉球放送（株）の計８社が共同で開催。主催各社が持つリ
ソースとネットワークを相互活用し、革新的で競争力のあるスタートアップの事業拡大に
向けたサポートを実施。

各業界・業種を横断するデジタルテクノロジーを活用した新しいサービスを広く募集するビジネスコ
ンテスト。地場・大手企業とスタートアップ企業とのマッチング機会を提供することで、ビジネスア
イデアの事業化に向けたサポートや既存ビジネスへの活用可能性を模索し、地域経済の活性化に貢献。
北海道銀行、岩手銀行、七十七銀行、ふくおかフィナンシャルグループ、沖縄銀行の5行で共同開催
し、日本を横断する地域共創型イベントとして、 既存の枠組みを超えた新しいネットワークの構築と
オープンイノベーションの実現を目指している。

沖縄発のグローバルなスタートアップアクセラレーター
プログラム。毎年、厳選された世界中の起業家がプログラ
ムへの参加者として選ばれ、沖縄での起業に向けて必要な
資金、メンタリング、パートナーシップが提供される。こ
のプログラムは、OISTの人材、設備、資源を革新的な技
術をもつ起業家と組み合わせて、スタートアップを創出し
ます。



スタートアップ
エコシステム

民間事業者

アカデ
ミア

沖縄県

ファンド

市町村

内閣府
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⚫ スタートアップ・エコシステム構築支援事業（産業政策課）
⚫ スタートアップ創業支援事業（産業政策課）
⚫ スタートアップ資金調達支援事業（産業政策課）
⚫ スタートアップアクセラレーション事業（産業政策課）
⚫ オープンイノベーション創出支援事業（ITイノベーション推進課）
⚫ テストベット実証支援事業（ ITイノベーション推進課）
⚫ 実証実験サポート事業（企業立地推進課）

⚫ スタートアップ支援に係る目利き力向上事業（内閣府）
⚫ スタートアップ集積拠点支援事業（内閣府）
⚫ 研究開発型スタートアップ支援事業（内閣府）
⚫ 地域課題解決型スタートアップ支援事業（内閣府）
⚫ 新事業創出促進出資制度（沖縄振興開発金融公庫）

⚫ Startup Lab Lagoon（沖縄市）
⚫ 「スマートシティ名護モデル」実装
事業（名護市）

⚫ なはし社会地域課題解決型起業支援
事業（那覇市）

⚫ ベンチャー起業入門講座（琉球大学）
⚫ STARTUP LAB RYUDAI（琉ラボ）の運営（琉球大学）
⚫ OIST Innovation（沖縄科学技術大学院大学）

⚫ Okinawa Startup Program（主催企業：琉球銀行ほか７社）
⚫ X-Tech Innovation（沖縄銀行、他本土系金融機関）
⚫ KOZAROCKS（コザスタートアップ商店街）
⚫ Ryukyufrogs（フロッグス）
⚫ Startup Weekend Okinawa（起業体験イベント）
⚫ 沖縄スタートアップ支援協会
⚫ coconova（コミュニティスペース、シェアオフィス）

⚫ BORベンチャーファンド（琉球銀行、琉球キャピタル）
⚫ OIST-Lifetime Ventures Opportunity Fund（ライフタイムベン
チャーズ、沖縄振興開発金融公庫ほか）

⚫ カリーインパクト＆イノベーションファンド（うむさんラボ）
⚫ イノベーション創出ファンド（沖縄科学技術振興センター、KSPほか）

沖縄県内の主なスタートアップ支援策



行政の支援に加えて、金融機関を中心とした民間による支援が立ち上がるなど、スタートアッ
プ支援の気運も高まっていた。また、コワーキングスペース等においてイベントや交流会が行
われスタートアップ・コミュニティが形成されつつあった。
一方で、支援者間の連携ができておらず、エコシステムの構築には至らない状況。

世界で存在感を示せるアジア有数のスタートアップ・エコシステムの構築を目的とし、企業・
金融機関・研究機関・大学・行政等の関係機関が一体となり、令和４年12月に「おきなわス
タートアップ・エコシステム・コンソーシアム」を設立。
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おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム

コンソーシアムの設立経緯



県内のスタートアップ・エコシステムのステークホルダー（6資本観点）スタートアップ・エコシステムのサポーター（令和６年９月時点）

スタートアップ
エコシステム
コンソーシアム

支援機関
経済団体

行政

事業会社

コミュニティ
拠点

大学等 メディア

金融
機関
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目的 スタートアップの創出と成長を加速させる自律的な
スタートアップ・エコシステムを構築する

位置付け スタートアップ支援者による取組の基本的指針

推進主体 おきなわスタートアップ・エコシステム・
コンソーシアム

戦略期間 令和５年度から概ね５年間
（国の動向や社会経済情勢及びテクノロジーの変化を踏まえ、適宜見
直し）

目指す姿 チャレンジ文化が根付いた地域の形成
■挑戦者を応援する文化の醸成により、スタートアッ
プが次々と輩出され、成長できる環境

沖縄の持続的発展に寄与するエコシステムの形成
■企業や自治体とのオープ ンイノベーションによる
経済発展や社会課題解決の 恩恵を実感できる地域

世界のエコシステムとつながり相互に発展する地域
■ヒト・モノ・資金・情報が 集まり、国内外との連携
を深め、世界のエコシステム発展にも貢献する地域

おきなわスタートアップ・エコシステム発展戦略

スタートアップの資金調達額

企業評価額100億円以上のスタートアップ数

スタートアップ数

14.4億円 100億円

（2022年） （2027年）

0社 10社

（2023年） （2028年）

97社 200社

（2023年） （2028年）

KGI
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起業家の育成

スタートアップの成長支援

コミュニティの形成促進等

▼創業ワンストップセンター
▼起業支援金の支給（創業経費補助200万円）
▼アクセラレーションプログラムの提供
（起業家養成／プロダクト検証）

▼起業についての関心を喚起するためのイベントの開催

▼スタートアップの事業化支援
（事業検証補助500万円／事業開発補助1,000万円）
▼メンタリングの実施
▼ベンチャーキャピタルとのマッチング支援
▼スタートアップの県外（海外）展開支援

▼スタートアップ・エコシステム・コンソーシアムの活動拠点
▼事業会社とのオープンイノベーションに向けたマッチング
▼沖縄県内外スタートアップコミュニティ間の連携体制の構築
▼沖縄県内エコシステム全体の情報発信

-Startup Lab Lagoon NAHA-
創業から成長段階にあるスタートアップに対し
一貫したサポートを提供
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➢ 沖縄総合事務局及び沖縄県が共同事務局

➢ 独創的な技術やビジネスモデルで飛躍的な成長が期待できる沖
縄発スタートアップを選定

➢ おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアムと連
携し、集中的かつ効果的な支援の仕組みを構築

➢ コンソーシアムやサポーター企業等との連携による効果的な成
長やオープンイノベーションを加速

J-Startup OKINAWAの設立
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J-Startup
OKINAWA

サポーター行政機関

支援 支援

支援依頼

連携

選定企業（５社）

さらなるスタートアップ支援環境の充実に向けて



スタートアップ資金調達支援事業（パートナーVC制度）（R6年度～）
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■目的 県外のリード投資家（中心的な役割となって資金調達に必要な条件等をまとめるベンチャーキャ
ピタル）を県内スタートアップ・コミュニティに呼び込むことで、調達規模が大きくなるアー
リー期以降の資金調達環境の強化を図る。

■対象 沖縄県に所在、または、将来進出する予定があるスタートアップ
（「J-Startup OKINAWA企業」に対して、優先的マッチングを実施）

■内容 ① パートナーVC制度の運営
② パートナーVCとスタートアップとの定期的なミートアップ
③ スタートアップの資金調達の勉強会開催

沖縄県

業務委託

スタートアップ

認定

調整
メンタリングの実施
 ▼資本政策、資金調達
▼事業計画のブラッシュアップ

●パートナーVC制度の運営支援
●ミートアップイベント開催
●資金調達に関する勉強会開催

パートナーVC 委託事業者 

資金調達機会の提供

OKINAWA Partner VCの一覧

さらなるスタートアップ支援環境の充実に向けて



スタートアップ海外進出支援事業（仮）

10

さらなるスタートアップ支援環境の充実に向けて（R7年度 新規事業案）

海外展開支援
・現地パートナー候補とのネットワークの構築
・海外展開に向けた海外拠点確保支援
・現地人材の採用支援（紹介手数料等の負担）

県内SUの海外展開機運醸成
Webサイト等による情報発信やイベントの開催
により、海外展開に対する機運醸成を図る。

支援対象SUの募集・選定
沖縄に本社登記をしてEXITを目指すスタート
アップを５社程度選定。
現地渡航に係る旅費等を負担。

現地コミュニティとの交流
海外のアクセラレーターやVC等とのネットワー
ク構築に向けたピッチ、交流プログラムを運営

外国人起業家・海外スタートアップ
ビジネスサポート事業（仮）
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期待される効果・連携イメージ

◆期待される効果

１．地域貢献と社会的責任（CSR）活動の推進

２．ブランディング効果

３．地方とのネットワーク構築

2023年７月
デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社様からの
企業版ふるさと納税制度を活用した寄附金贈呈式の様子

◆連携イメージ

ホームページ等への御社名掲載

この他、御社と協議の上、相互にメリットのある連携を目指します。

（仮）コンソーシアム各種部会への
参加機会提供

（仮）スタートアップ関連イベントへの参加機会提供



お問い合わせ

080-9855-6044

ostecoinfo@isc-okinawa.org

https://startup-lagoon.okinawa/

https://x.com/okinawastartup

https://www.facebook.com/okinawastartupecosystem

https://www.instagram.com/okistartup/

Slackコミュニティ

Lagoon_ゆんたく for startup ecosystem

Okinawa Startup Eco System
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